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経営法学(businesslaw､１awofbusinessadministration,scienceofbu‐
sinesslaw，ｓｃｉｅｎｃｅｏｆｌａｗｃｏｎｃｅｒｎｉｎｇｂｕｓｉｎｅｓｓadministration，ｍａｎａｇｅ‐
ｍｅｎｔlaw,）は，異論もあろうがアメリカにおいて誕生し，アメリカで発展
した科学といえよう。アメリカにおける経営法学の研究の歴史には久しき屯
（１）のがあり，経営法学に関する学問的研究に関する文献も多い。これＩこ対し，
わが国における経営法学の研究はようやく４半世紀の歳月を経るに到ってい
（２）
るが，経営法学に関する文献'まいまだ少ない。『経営法学全集』（全20巻）や
専門雑誌「経営法学ジャーナル」が刊行されたが，前者は絶版，後者は廃刊
とされている。それだけに，経営法学とはいかなる科学か，いかなる背景に
よって誕生したものであるか，ということの解明は，経営法学の研究の出発
点に立つ重大な，そして至難な問題であるが，いまだ経営法学について確固
たる定義づけも体系化も存在しないといえよう。
私は，１つの試論（仮説）として経営法学とは，企業経営の意思決定（de‐
cisionmaking）から法的危険（legalrisk）を回避する法則を分析する科学
２
（８）
であると解している。それは経営法学の方法において予防法学，その対象I主
企業であるとするものであるが，私のこの主張に対し若干の反論・批判も存
（４）
するところである。過去25年間1こ発表された経営法学lこ関する文献を通じて
経営法学の定義化をめぐる見解を分析すると，おおむね３つの考え方がある。
すなわち，消極説，法律説，法的危険説（旧理念説）がそれであり，その主
（５）張するところ１こついては既に小論を発表してきた。
本稿では，そのご発表された経営法学の定義化をめぐる諸論文を含めて先
（６）ぎに発表した拙稿「経営法学小論」を踏え，再度経営法学の意義化lこ関する
見解を分析しながら定義化や，経営法学の意義，体系化を構築するための私
の試論に対する批判に答え，併せて，経営法学の方法論についての私の基本
的な立場を説くものである。
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４２経営法学の意義
（１）経営法学成立の基盤
１アメリカにおける経営法学成立の基盤前述したように，経営法学の
母国はアメリカに求めることができる。経営法学はアメリカにおいて誕生し
発展した科学であり，その研究には久しきものがある。これに反してわが国
における経営法学の研究は，極めて少数の研究者のみが，この学問的体系化
への研究に情熱を燃やし，四半世紀の歳月をそのために費やしてきているが,
いまだその学問的体系は確立されておらず，いまだ若い学問であり，法律学
の未来学ともいわれている所以である。ただ，わが国における法学教育の再
検討等の背景を受けてか近時，周知のように「経営法学科｣，「経営法学コー
ス」または「経営法学講座」を開設･する国・公立大学，私立大学が目立つ傾
（１）
向にある。また，専修学校や各種学校のほか通信教育のカリキュラム1こ経営
法学が導入されてきている。
ところで，アメリカにおける経営法学の概念と，私が主張しているリーガ
ルリスク・マネジメントとしての“予防法学としての経営法学”の考え方－
いわゆる経営法学の法的危険説とは異にするところである。すなわち，周知
のように，アメリカはもともとわが国におけるような成立法を基盤とする国
ではなく，当初はイギリスの普通法（ｃｏｍｍｏｎｌａｗ）と判例法（caseｌａｗ)を
継受した国であって大陸法系のように民法とか商法といった法典というもの
（2）
は存在していなかった。つまり，アメリカ1こおける経営法学の成立過程をﾕﾍ
ると，法典国ではなかったがゆえに，アメリカのビジネス社会における国民
に必要な一連の法のうち，とくに商事（実務）に関連する法を組織的にシス
（３）
テム化したものとして誕生成立したの力:経営法学ともふられている。したが
って，経営法学の対象は流動的であり時代と共に変遷し，また，それを説く
（４）
学者によってもその内容を異Iこしている。しかしアメリカにおける経営法学
は企業経営に必要な関連法学の総称であり，その内容からして実用的（pra-
（５）
ctical）で実務法とも称されている所以である。
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）５
しかしそのようなアメリカにおいて２０世紀に入って判例の集積や各種交
通機関等の発展に伴う州際取引（interstatetransaction）の増大に伴い法律
関係の錯綜による不便，不合理を避けるため各州法によって個別的に定めら
れている法律の統一化運動が起き，統一州法委員全国会議(NationalCanfe‐
renceoftheCommissionersonUniformStateLaw）およびアメリカ法律
協会（Americanlawlnstitute）がアメリカ法曹協会（AmericanBarAsso‐
ciation）の協力を得て全米的な単行統一法案を起草し，多くの州が統一法
（６）
（uniformacts）を制定している。この傾向I土とくに商事部門に顕著である。
そのご「統一商法典」（UniformCommercialCode)(ＵＣ.Ｃと略称）が編
纂され，1951年に成立し，これを採択され，ほとんどの州が州法としている
今日，アメリカの経営法学については法典国とも承られている所以であろう。
すなわち，アメリカにおける経営法学の研究対象の傾向は，初期においては，
ビジネス社会における法のうち，とくに商事に関連する法を組織的に吸収し，
そのご各種の統一法の制定さらに「統一商法典」（Ｕ・Ｃ．Ｃ）採択により，
経営法学の研究対象の傾向はその統一商法典を中心に変りつつある，とみら
（７）
れる゜その統一法としてIまつぎのもの力:ある。
統一流通証券法（UniformnegotiablelnstrumentAct）1896年（全部の州
において流通証券法として施行されるに至っていた。Ｕ・Ｃ.Ｃで流通証券に関する
規定はその第３編の「商業証券」（CommercialPaper）に収められている)。
統一売買法（UniformSalesAct）1906年（Ｕ・Ｃ．Ｃでは修正を加えたうえ
第２編「売買」（Sales）に収められている)。
統一倉庫証券法(UniformWarehouseReceiptsAct）1906年（Ｕ･Ｃ.Ｃでは
第７編「倉庫証券，運送証券およびその他の権利証券」（WarehouseReceiptsBills
ofLadindandotherDocumentoftitle）に収められている)。
統一船荷証券法（UniformBillsofLadingAct）1909年（Ｕ・Ｃ．Ｃでは
第７編に収められている)。
統一株式移転法（UniformStochTransferAct）1909年（Ｕ・Ｃ．Ｃでは，
記名株式の流通性をさらに強化して第８編「投資証券」（InvestmentSecurities）
６に収められている)。
統一割賦販売法（UniformConditionalSalesAct）1918年。
統一商品受託証書法（UniformtrustReceiptsAct）1933年（Ｕ・Ｃ．Ｃで
は第９編「担保取引」（Securedtransactions）に統合されている)。
などがあったが，前述した統一商法典の採択により廃止されている。
なお，以上のほかにつぎの統一法等が制定されている。
1914年に統一組合（合名会社）法(UniformPartnershipAct）が制定され，
1916年には統一有限責任組合（合資会社）法（UniformLimitedPartnership
Act）が制定されている。
1928年に統一会社法（UniformBusinessCorporationAct）を統一州法委
員会会議が，作成している。これは各州ごとに異なる会社法の統一を目指し
たものであり，近代的な会社立法に重大な影響を与えてきた。同法の思想は，
アメリカ法曹協会（Ａ・Ｂ.Ａ）が1950年に作成した模範会社法（ModelBu‐
sinessCorporationAct）に受け継がれている。
そのご’前述のように1951年に商取引の始めから終了までの全ステージを
規制するものとして統一商法典が成立し,その翌年の1952年に最初のOfIicial
TextandCommentsEditionが公表されている。そのごl957年，１９５８
年，1962年，1972年および1978年と数次にわたって改正ざれ今日に到ってい
る。現在これを採用する州は49州とコロンビア特別区とバージンアイランド
であり，ルイジアナ州はその一部を採用している。同法典の内容は同法典の
正式名が物語っているように商取引の全ステージを規制している。すなわち，
同法典の正式の名称は，「売買，商業証券，銀行預金および銀行取立，信用
状，企業財産包括譲渡，倉庫証券・運送証券その他の権限証券，投資証券な
らびに売掛債権・動産担保証券および契約上の権利の売買中の一定のものを
含む担保付取引を含む動産，契約およびそれらに関する証券の，またはそれ
に関する若干の商取引に関し，ある場合には第三者に対する公示を定め，ま
た上記の取引，契約または証券に関連する特定の訴訟につぎ，その手続，証
拠および損害賠償を規定し，それらの事項に関する法を統一し，かつ，矛盾
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）７
する立法を廃止する統一商事法典」（前掲『英米商事法辞典』816頁）と呼ばれ
るものである。
同法典の編成内容は，第１編「総則」（GeneralProvisions)，第２編「売
買」（Sales)，第３編「商業証券」（CommercialPaper)，第４編「銀行預金
および取立」（BankDepositsandCollections)，第５編「信用状」（Letters
ofCredit)，第６編「包括譲渡」（BulkTransfers)，第７編「倉庫証券・運
送証券その他の権限証券」（WarehouseReceipts,BillsofLadingandoth
erDocumenttitle)，第８編「投資証券（InvestmentSecurities)，第９編
「担保付取引」（SecuredTransactions)，第10編「施行日および廃止規定」
(EffectiveDateandRepealer）および第１1編「発行日および経過規定」等
からなっている。
アメリカにおける経営法学の研究の対象は，以上の統一商法典の内容が中
心となっているといえる。たとえばProf．Ａ・LincolnlavineのＭＭＣγ〃
Ｂ"ｓｉ"cｓｓＬａｚｕ（Secondedition）（1963）のContentsは
1．ＴｈｅＳｔｒｕｃｔｕｒｅｏｆｔｈｅＬａｗ，２．Contracts，３．Agency，４．Ｅｍｐ
ｌｏｙｍｅｎｔ，５．sales，６．Negotiablelnstruments，７．Partnership，
8．Corporations，９．ＲｅａｌProperty，１０．PersonalProperty，１１．Ｂａ‐
ilmentsandCarriers，１２．L1ensandSecuredTransactions，１３．
SecurityRelationships，１４．ＷillsandEstates，１５．Ｂａｎｋｒｕｐｔｃｙ，
16．TheRegulationofBusiness等から構成されており，またProf，
HaroldF,Lusk,Ｓ､J,ＤのBzMzessLaz(ﾉｰﾙﾉ"cわんsａＭＱｚｓｅｓ（Seventh
edition）（1961）のＣｏｎｔｅｎｔｓは，PartLIntordnction（Functionand
EvolutionofLaw，ＨｉｓｔｏｒｉｃａｌＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔｏｆｏｕｒＬａｗ，ＣｏｕｒｔｓａｎｄＰｒｏ‐
cedure，CrimesandTorts)。
PartLContracts（Introduction,offer,Acceptance,RealityofConsent，
Consideration，CapacityofParties，Illegality，Writing，Rightsofthird
Persons,Performance,Remedies).PartmAgency（CreationofRelation
andAuthority，RelationｏｆＰｒｉｎｃｉｐａｌａｎｄｔｈｉｒｄＰｅｒｓｏｎ,RelationofAgent
８tothirdPerson，RelationofPrincipalandAgent)，ＰａｒｔⅣ，Partner‐
ships（CreationofPartnership，RelationofPartnersBetwentThem‐
selves，RelationｏｆＰａｒｔｎｅｒｓｔｏｔｈｉｒｄＰｅｒｓｏｎｓ，DissolutionandWinding-
up),ＰａｒｔＶ，Corporations（NatureofCorporationandlncorporation，
ＯｒｇａｎｉｚｉｎｇandFinancingtheCorporations，OperatingtheCorporate
Business，CorporateSecurities，Stockholders’RightsandLiabilities，
ForeignCorporations),PartⅥ，Property（PersonalProperty，ＲｅａｌPro‐
perty,SecurityTransactions),PartⅦ，sales（Transferofpropertyin
Goods，Warranties，PerformanceandRemediesforBreach)，ＰａｒｔⅧ，
Negotiableinstruments(Instroduction,RequirementsforNegotiability，
ＮｅｇｏｔｉａｔｉｏｎａｎｄＨｏｌｄｅｒｍＤｕｅＣｏｕｒｓｅ，LiabilityofParties，Various
NegotiableandQuasi-Negotiable)，ＰａｒｔⅨ，Miscellaneous（Insurance，
Bankruptcy）からなっている。
さらに，経営法学に関する典型的な著書として知られているProfDow
VotawのLegzz/ＡＷｃｔｓｑ/ＢｚＭｚｃｓｓＡ`'"伽s〃ｊｉｏ〃（Thirdedition：
1956）のContentsは次の５部より構成されている。すなわち１．Intro-
duction，２．ＴｈｅContract，３.OrganizingABusiness，４.Operating
ABusiness，５.TerminatingABusinessの５部から構成されている。
以上の経営法学の内容からふた，アメリカの経営法学は，後述のように商
事法または実務法ないし経営法とゑられている（有田『前掲』１３頁)。また，
企業経営に関する法律一般とも解せられているのであろうか。
２わが国における経営法学成立の基盤他方，わが国における経営法学
成立の基盤には，２つの背景があった。１つは，国内的背景であり，いま１
つは国際的背景である。前者は，わが国における法学教育の再検討の問題，
企業をめぐる経済的・法的環境の変更による経営と法律の一体化思考であり，
後者は，貿易の自由化・資本の自由化に伴う国際取引の本格化である，と解
せられる。
わが国において経営法学が成立する国内的背景の第１要因は，戦後このか
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（８）
た強まってきた，わが国(こおける法学教育の反省をあげることができる。こ
（９）
のわが国における法学教育lま，２期に分けることができる。第１期は，明治
10年，１日東京帝国大学に端を発した法曹３者の養成を目的とした裁判法学を
中心とした法学教育であり，そのご高級官僚の養成を目的一為政者つまり，
法を適用する側に重視されて，官庁法学ともいわれ，これが昭和20年まで続
いた，といえよう。
この点，高梨公之教授が，その論文「経営法学の誕生とその意味」の中で
「……法学は社会経済の指導原理であり，この指導の任に当った国家の最大
の武器でもあった。法学の研究や教育が，その目的に添うよう構成され，実
施されてきたのも当然である…」と述べられているように，従来わが国の法
学教育は解釈法学(DogmatischeRechtswissemschaft)であり，裁判法学で
あった。
周知のように，明治期に主としてヨーロッパ先進国よりわが国に移入され
た近代法は，当時の為政者がわが国を形式的に近代国家へと変革し，進歩さ
せるために制定されたものであり，その近代法とは，法はどのようなもので
あるかを検討し，認識しようという解釈法学であり，今日の法学教育もこの
解釈法学を中心とするものであることは否定できないであろう。解釈法学の
研究は，その多くが法を解釈し，法を運用する側としての官公庁や裁判所か
ｄｏ
ら進められてきた。それゆえに，解釈法学力:裁判法学あるいは官庁法学とい
われる所以である。それは，従来の法学教育は，法曹三者や上級公務員養成
のための広義の法曹教育であったともいわれる所以であろう。
わが国における法学教育の第２期は，昭和20年から今日に到る期間で，教
養を広く授けることを目的としたものである（学校教育法52条参照)。周知の
とおりわが国におけるいわゆる戦後の学制改革は1948年から始まり，高等教
育組織はいわゆる６．３制大学として統合再組織された。旧来の学部課程に
一般教育課程をとり込む形式で進められたといわれている。ただ，斉藤諦淳
氏はその論文「エリート学部から大衆の学部」の中で法学教育の教育組織は，
ｑＤ
ｌ日制度をそのまま新制度Iこひきついだとふることができる。つまり，憲法，
1０
国法学，民法といった法曹教育中心の旧制学部の講座がほとんどそのまま新
⑫
儲り大学にひきつがれた，と回顧されている。そのうえ，戦後の私立の新制大
学が一斉に法学部を新設されたのであるが，斉藤諦淳氏は，前掲の論文で，
それが次のような変化をもたらしたと指摘されている。すなわち「官界，法
曹界，言論界等法的分野固有の就職先がそれ程拡大されないまま，法学部の
数の圧倒的な拡大が行われたため，その性格が，全体として他の学部と同様
の通常のサラリーマン等を養成する新制大学へと変化した｣。つまり「新制
⑬
大学の本質は，いわば大学の大衆化である」と，ゑて法学部Iま右第１期から
第２期への変遷は，法学部の量的拡大現象が質的転換をもたらしたというの
である。
このような結果が現実の問題として，この法曹教育・裁判法学は，法学部
の学生のすべてが法曹を将来の目的としているわけではないにもかかわらず，
このような法曹教育が行われてきたのであり，非法曹を目指す多く－大学に
よってはほとんど－の学生もこうした法曹教育を受けてきたのである。かか
る事'屑を要因として1960年（昭和35年）あたりから法学教育の再検討が叫ぱ
⑭⑮
れたのである。わが国の学会においてもこれ力:テーマに採用されてきたとこ
ろでもある。すなわち，法学教育の再検討は，明治以来の法曹教育を全ての
法学部の学生に押しつけることに対する批判から，法曹教育と，法曹を志望
せず，民間企業へ進路を求めている学生への法学教育の２点を如何にすべき
かが論ぜIうれるのである。日本学術会議は，この点につき10年にわたる継続
した作業として学術会議第２部（法律学・政治学）有権者全員に対する２度に
⑯
わたる「大学Iこｵsける法学教育」アンケート調査を行ってきた。また，主と
して大企業の法規（務）部担当者から組織されている経営法友会法務教育問
題研究会は1983年（昭和58年）１２月に，「現在の大学（法学部)教育に望む」と
⑰
題する提言およびその補足説明を公表してし､る。
経営法学成立の基盤としての国内的な背景の第２の要因として，企業をめ
ぐる経済的・法的環境の変化と市民の権利意識の高揚による経営と法律の一
体化をあげることができる。この企業をめぐる法的環境の変化と権利意識の
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高揚は別個独立のものではなく両者は表裏一体化の関係にあり，この一体化
により経営と法律の一体化意識を高めてきたともいえよう。
まず，経営法学の成立の背景として法学教育の再検討につづいて企業をめ
ぐる経済的・法的環境の変化をあげることができる。すなわち，時代の変遷
により，かつてのように基本法の承では社会を指導しえなくなってきた。企
業活動が受けるべき法的制約が質的に変化し，それに伴って法的制約その屯
⑱
の1こ対する企業の態度も変更を余儀なくされてきたとし､う。本来自由である
べき企業組織と企業取引など企業経営の世界に例外法や特別法が次ぎ次ぎに
制定ざれ企業取引に対して“公法による規制強化”傾向が顕著に現われ，従
来，行政的裁量に委ねられてきた多くの分野が法の規制対象となり，“私法
から公法，，そして‘`司法より行政，'へと急激に変わりつつある。
⑲
この点，染野啓子教授I土，前掲の論文において，企業活動に対する法の構
造的変化と企業の対応関係について「第１に，公法による企業活動への制限
の強化は，それに違反した場合，紛争の発生という比較的緩やかな損失では
なくて，直接的制裁という企業活動にとって決定的な損失をもたらすことに
なる」とされ，ここに違法行為への予測とそれによる損失を考慮する必要性
が生じ，「ここに法的危険legalriskという観念が生まれてくるのであっ
て，法的危険の存在を知り，それを避けることが，企業活動にとって不可欠
の前提条件となるわけである」と論じられている。ここに，リーガルリスク
・マネジメント（legalriskmanagement）という概念が生まれてくるので
、Ｏ
ある。
染野教授も右の論文で述べられているように，いわゆる治療法務からリー
ガルリスク（法的危険）を未然に回避する予防法務が弁護士等の法律専門家養
創
成lこも不可欠的に要請されてくる。すなわち，会社（社内）弁護士の役害Ｉは，
John.Ｄ・Donnell教授がその著書「会社弁護士・役割についての研究」
(T舵ＣＯ,apoγα'ＧＣＣ"，ＭＡＲ山Ｓ'"dy）に述べられているように，経営法学
は予防法学であり弁護士の役割は予防法学（preventivelaw）の実践化にあ
⑫
るとし､えよう。
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ところが，右にあげた企業をめぐる経済的・法的環境の変化一法的規制の
強化による“私法から公法'，，”司法より行政'，への変化は，Ｃ・Ｓ・マドッ
ク氏が「ハーヴァード・ビジネスレビウー」に発表したアメリカにおける会
社法規部に関する最も基本的かつ古典的な論文として知られている「会社法
規部」（TheCorporationLawDepartment)で論述されているようにアメリ
⑬
力}こおいて顕著である。同論文の内容は，1948年に実施された“Surveyof
theLegalProfessionintheUnitedStateofAmerica，，というアメリ
カにおける法律専門家の概観を目的とした調査に基づいて執筆されたもので
ある。
会社法規部(legaldepartment,lawdepartment)の概念を生んだ母国アメ
リカにおいては“予防法学(Preventivelaw,Kautelerjurisprudenz）として
の経営法学'’はその成立は会社法規部とおおよそ期を一にするものと解せら
四
れる゜その解明はアメリカ経営史（AmericanBusinessHistory）の研究(こ
依存するところ大である。そのアメリカ経営史の泰斗といわれるＡ・Ｄ・チ
ャンドラ２世教授（Prof,A1fredDupontChandlerJr）は「アメリカにお
ける会社法規部は，アメリカの近代企業の経営史のスタートと共にある」と
⑪
述べられていたが，アメリカにおける会社法規部の歴史｛よl9世紀末に端を発
するものといえる。チャンドラ教授はその名著“Ｓ物/egyα"ｄＳｊγ"c〃”－
CﾉbCZpjCγＳノ〃/ｈＣＨＩＳｊＯＳｙＱ/・ノノbe〃`"S/γ/αノＥ"tCゆγjSC''（1962）や近著
"Ｔ/ｉｃＷｓｊ６化Ｈz"c/；ＴﾉbeMZz"αgWjα/Rczﾉo/"ﾉｶﾞo〃ノ〃Ａ伽eγｊｃａ〃Ｂ"s/"CSS”
(1977）また，本書の要約をしながら新たな視点で再構築された論文“Ｔ/ｂｅ
吻ｉｊｅｄＳ/α/Cs；Ｅｚﾉo〃ｉｏ〃ｏ／Ｅ"/eゆγｉｓe"，（inPeterMathiasandM
MPostan(eds),TheCambridgeEconomicHistoryofEuxope,ＶＯＬ７，Ｃａｍ‐
bridgeUnivPr.,1978）等において，アメリカにおける近代的企業の歴史的
発展史論を展開されているところである。
㈱
アメリカにおける会社法規部の歴史的発展についての論述は別著に譲る力:，
チャンドラ教授の右の著作によるとアメリカにおいては1850年以前には企業
で専任の管理者を必要としたり，または明確な管理組織を必要とするものは
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ほとんど承られなかった。当時は，一部の例外を除いて，企業のそのほとん
どが日本的にいうならば零細的なファミリー企業であった。ところが1880年
から1900年の初頭にかげて，ファミリー企業の合併等によるアメリカ最初の
巨大総合企業が登場してくる。ちな糸に1903年には「デュポン」社(DuPont
Company）が合併により組織変更しファミリー企業から近代的大企業（Mo
dernCorporations）へと転身を図っているが,その翌年の1904年に同社は法
規部を設置している。アメリカにおいては，近代的企業はそのほぼ設立期に
時期を同じくして法規部を設置しているといえる。この点は，わが国企業と
大いに異なるところである。ここに日米企業における会社法規部の相違点の
⑰
１つを見出すことカミできる。
アメリカにおける会社法規部形成の歴史は３期に区分しながら展開されて
⑬
いる力:デュポン社における会社法規部創設またはその強化の主たる背景とし
て，チャンドラ教授は，次のように述べられている。すなわち第１に，１９世
紀末から２０世紀の初頭にかけてファミリー企業が大企業へ急膨張したこと。
急膨張による法律問題の予防にあったのではないか，とみられる。それは資
本の導入，市場拡大や技術発展によるものである。デュポン社が1904年に法
規部を創設したのに対し，わが国において法規部を最初に設置したのは「三
井物産」であり，1943年に同社文書部に法規課が設置されており，それは当
四
時としては大変ユニークな存在であった。第２'二，独禁法，パテント対策に
よるものである。ちなみに，1909年にはデュポン反トラスト法事件が起きて
いる。第３に，企業秘密保持をあげることができる。
ところで，アメリカにおける企業が会社法規部の設置を急増せしめたのは，
会社法規部形成の第２期の初期における1930年代といえる。すなわち，アメ
リカにおいては，1929年10月24日の‘`魔の木曜日'，といわれているウォール
街の大暴落に象徴される金融恐慌が，本格的な``予防法学としての経営法学”
を誕生（成立）させる契機となっている。この金融恐・院はたちまち全産業部
⑪
門に大きく影響を及ぼし，1931～33年には全世界'二波及した。1933年アメリ
カの政権は共和党のフーヴァ（HerbertC1arkHoover,1876-1964）から民主
1４
党のフランクリン・ルーズベルト（FranklinD､Roosevelt,1882-1948）に移
り，アメリカの金融恐慌を救済するために，いわゆるニューディール（New
Deal）政策が打ち出された。
このニューディール政策は，要するに，従来の資本主義経済の欠陥を補充
するために，社会主義的要素を導入し，金融，産業，物価問題等に対して強
力な国家統制を実施したものである。この点，マドック氏は，前掲の論文で
Ｂ、
つぎのようlこ述べている。すなわち，「過去20年の間（1930年～50年の間・筆者
注)，企業活動のすべての面に関連して，弁護士のconsultationの必要性
を認めている私企業(産業会社）はその数を増してきている。その必要性の根
拠は，基本的にはこの時期に政府とりわけ連邦政府と産業との間の関係に起
こった大きな変化にまでさかのぼることができる。ほんの２～３年前までは，
政府の規制から自由であった問題を取り扱っている多くの法律に私企業が関
心をもつことは，今や必要なことなのである。たとえば，1931年以来制定さ
れた法令のほんの２，３をあげてゑても，FairLaborStandardsAct，
NationalLaborAct，SecuritiesAct，FederalCosmeticAct，Drug
andCosmeticAct，そしてRobinson-Patman法など広範囲にわたる進
歩を考えてふたらよい。企業が法律を解釈し，そして種戈の政府行政機関と
取引するために，それらの法律や，それをもととして実施せられる規制を十
⑫
分に認識することIま，必要不可欠になってきている」と。
このような政府の法的規制の強化に対し，アメリカの私企業は企業経営の
意思決定からあらゆる法的危険を予測し，危険発生を未然に阻止するために
会社法規部を設置し，その充実化を図ってきたのである。さらに，昨今のア
メリカにおいては政府の法的規制は一段と強制されており，“法の政治化，，
現象も深刻化している。それは，かつてＵＳスチールのＥ・Ｂ・スピア会長
をして「揺りカゴから墓場まで，といえば古くさい福祉国家論め<が，米国
は揺りカゴから墓場まで規制ずくめ。これでは日本経済体制が窒息してし主
闘
う」とまでいわしめてし､る。
アメリカにおいては1973年の石油ショック以後，期を－にして，政府規制
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はさらに拡大し，企業訴訟件数の増加，訴訟コストの負担増などでアメリカ
企業は音を上げ；とくに石油，銀行・保険業界など行政介入に悩む企業など
“
ては法規部門は一段と強化されている。このような政府規制Iま昨今のアメリ
カではなお，と象に強化されており“法の政治化”現象はさらに深化してい
る。今や，アメリカにおいては企業の“支配者は法律家'，といわれる位であ
り“訴えまくられる訴訟社会，，にあって企業経営者（Top-management）は，
リーガルリスク・マネジメントに精通し，政府等が次ぎ次ぎに打ち出す法的
規制を予見し，かつ，それに対応する経営戦略（businessstrategy）＝経営
法務戦略を確立するための情報の選択と分析を社内弁護士(housecounsel）
に頼らざるを得ないという企業をめぐる法的環境が変化しているのである。
他方，わが国の企業における経済的・法的環境の変化は，アメリカの企業
に承られる経済的・法的環境の変化とはやや性格を異にした形態において比
較的近時において顕われたといえる。すなわち，第２次大戦後，わが国の経
済は，経済・政治・社会のあらゆる分野の改革を経て敗戦による荒廃から復
興への時代の変遷を経て，その諸制度の改革はやがて1950年(昭和20年代後半）
以降の経済の急成長にも大きく影響した。1960年７月19日に発足した池田内
閣の経済一辺倒の新政策は，経済成長に重点を置いた経済優先政策であり，
この所得倍増政策は，わが国の経済を公共投資の拡大と重化学工業重点の産
業高度化にあった。この1960年代の高度成長の経済一辺倒の時代から1970年
代に入り一転してわが国の経済は量的拡大から質的充実化へと大きく転換を
余儀なくされる経済環境となり，これがわが国企業における法律環境の変化
をもたらしたのである。
それは，内にあっては，価値観の多様化，知的水準の向上に加えて国民の
権利意識が徐々に高揚し，経済の高度成長の歪承と相俟って公害問題，消費
者問題，消費者のクレーム（claim)，住民運動などの一連の市民と企業との
法的紛争，労使紛争，反企業精神の台頭など労働者と企業との法的闘争，不
良債権・企業倒産の多発，インテレクチュアル・プロパティすなわち知的所
有権侵害，製造物責任（Productliability)，独禁法違反事件など主として企
１６
業間での係争などの一連の問題の解決もし<|ま修正なくして70年代の企業経
営の存在は成り立たぬようになってきた。外においては，1960年代前半にお
いて大きくクローズアップした日本経済興隆史上“第２の黒船ショック，，と
いわれた貿易の自由化，1967年の第１次の資本の自由化にともなう国際取引
の活発化や，1971年のドルショヅク，さらに円の急騰など，外国との経済戦
争は一段と激しいものになってきた。1973年の石油ショックに続く第２次石
油ショックで世界は石油危機（Oilcrisis）をきたし，内外の経済情勢に質的
変化を招来し，わが国の産業界の止まることを知らない技術革新はいわゆる
‘`軽薄短少，'時代を創造し産業構造は大きくその変化を余儀なくされてきた。
加えて，1980年代後半(昭和61年頃）より，原油，金利，ドルの“３低''時代
に入り企業は｢構造変換元年」または，大量の失業者を創造する「メガ(巨大）
失業元年」を迎えているのである。このメガ・クライシスを“第３の経済危
飼
機”ともa;尺られている。
以上のような国際的，経済的社会的事'清の急激な変化を背景にして企業を
規制する特別法や例外法さらには再例外法が制定され，わが国においても前
述したように‘`私法から公法'，そして“司法より行政'，という本格的な経営
と法律の一体化を志向する“予防法学としての経営法学'，の時代を迎え，経
営法務による企業防衛のためのリーガルリスク・マネジメントの必要性が高
まっている。
つぎに，経営法学成立の基盤としての国外的な背景としての要因として，
本格的な国際取引がある。貿易の自由化・資本の自由化を経過し急激に形成
されていた国際化時代をあげることができる。資本の自由化以後は“世界は
１つのマーケット，，という言葉に象徴されるような活発な国際取引（inter‐
nationalbusiness）社会，そして“国境が消える，，今日，わが国企業への国
際的規制も複雑化しようとしている。さらに，日米通商摩擦の激化，急激な
円高など企業を取り巻く国際環境が急激に厳化するにつけ企業の国際化をめ
田
ぐる法務戦略力:重大な課題となっている。
経営法学の成立には，以上のような背景に基くものがあると解せられる。
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）１７
その目指すところは，究極においては‘`新しい人間像の完成”にあるともい
⑪
える。私|ま，かつて比較的最近までに発表された経営法学に関する文献を分
析して，経営法学の意義（定義）をいわゆる消極説，法律説，理念説の３説
田
(こ分類した小論をまとめてきたところである。しかしその小論に紹介できな
かった文献，小論発表後に公表された論文等があり，また，私見の法的危険
説（旧理念説）に対する批判もあり，本稿では，これらの論文をも紹介し，
私の説に対する反論・批判に対する批判を含めて再度経営法学の意義（定
義）について若干の見解を発表したい。
（２）経営法学の意義
１経営法学３つの見解経営法学の意義（定義）について論述した文
献を分析するとおおむね３つの見解に分類することができる。消極説，法律
説，法的危険説（|日・理念説）がそれであり，この３つの見解の基本的な考え
と私見の立場である法的危険説（旧理念説）からの批判の存することについ
鋤
てはすでに述べてきたところである。ここでl土私の見解に対する反論・批判
を批判する“方法論としての経営法学”を論述する前提条件として３つの見
解について本節は前稿を簡約した繰返しと，前稿に紹介していない経営法学
の成立に関する論文等を簡潔にその問題点を述べておきたい。
第１の消極説は，独立した科学としての経営法学を否定する見解であり，
不況説ともいう。この見解は，わが国において経営法学を論じられた初期の
主張である。すなわち，1965年前後，経済界に急激に台頭してきた企業間信
用は，と承に膨張する傾向にあった。とくに，岩戸景気（1958～1960年）の反
動を受けて，わが国経済は信用不安に陥り，経済環境が混迷し，大企業の倒
産も相次いで発生した経済界を背景にし，それを現象的・外観的に不況を克
服する－手段として，信用不安（不況）から企業をミクロ的に防衛するため
に法律を活かすという意識~それを経営法学の成立と説く考えであった。
この見解は法をもって裁判規範であるというわが国の伝統的な解釈法学の
立場に立脚するものであり，独立した科学としての経営法学の発想を無視す
1８
るものである。不況克服を“法による救済，，に求めるという形式を単に経営
法学と称しているものであり，現時点で，かかる主張を採用するものは存し
い
たし､と思われる。いわば古典的な見解である。
第２の法律説は，経営法学の意義をめぐる第２の見解である。その主張す
るところは，若干のニュアンスを異にするが，集約すると経営法学とは経営
に関する法律一般（またはその総称）であるとする見解，経営法学とは，企業
に関する法律であるとする見解，または企業の組織および運営に関する法律
のすべてとも解する見解，経営法学は商法の亜流(afollower)だとする見解
などの諸見解を総称したものであり，形式説とも称している。
まず本谷康人氏は，その著書『経営法学概論』（1966年）で，経営法学をつ
ぎのように述べられている。すなわち，「ビジネス・ロ_という名の法律が
あるわけではありません。（中略）『ビジネス・ロ－とは，現行法律，規則等
のうち，とくに企業に関係ある部分を規制するあの全部』といえると思うの
です。つまり，現実には，民法とか商法とか，刑法というように，いろいろ
の法規が数多く存在するわけですが，民法について承るととくに企業と関係
のある部分，たとえば，権利と能力の規定に関する部分，意思表示を内容と
する法律行為の部分，代理に関する部分，などは，ビジネスにも深い関係が
あり，これがビジネス・ロ_と考えてよいと思うのです」（21頁以下）と，説
く。この見解はまた，経営法学は，経営に関する法律の総称という法律説の
範祷に入るものである。なお，大村裕氏は，その著書『経営法学の実務』
(1968年）の序で経営法学を「企業の経営に必要な法条を一括して集中的に究
明しようとするもの」と，されている。
三戸岡道夫教授は「経営法学といっても，『民法』とか『商法』といった
まとまった法典があるわけではありません。そういう意味では『経済法』と
いう場合に似ているわけです。経済法の研究が，資本主義経済の法的秩序と
して法規を総合して解説しているのと同じように，資本主義経済社会におい
て，資本の集積とか生産，労働，金融，流通といった企業の組織および取引
活動を規制する法規を総合して，これを経営法学として把握するほかありま
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）１９
４，
－ぜん」と説く。
竹内澄夫氏は「経営法学」とは，主として企業経営に関する法律群を１つ
の法律分野として分類し，「経営法務」とは，その分野において生起するさ
⑫
主ざまの法律問題の処理としてとらえられてし､る。
吉永栄助教授は，「経営法学とは，経営に必要および有用な法律的知識を
㈹
体系的に叙述-することを目的とする学問である」と説き，その方法論として，
“
企業経営に必要・有用な限り，それIま，すべての法域の法律を網羅する」も
のと説かれている。経営法学の意義等については同教授はその著書『経営法
学』で詳説されているが基本的には，同教授は，経営法学とは経営に関する
法律を対象とされている，と解することができよう。
有田喜十郎教授はその著書『経営法学講義』で，アメリカにおいて発達し
たビジネス・ロ-（businessｌａｗ）と基本的には同じような見解に立脚され
つつ「米国のBusinessLawを商事法（commercialｌａｗ)，実務法ないし
経営法とゑて，これをわが国で批判的に摂取し，日本的な経営法学を樹立し
㈱
ようとするもの」と説かれ，「経営法学とは，経営に関する法令を体系的1二
取扱う学問である。法令を企業活動の行動規範として研究する学問である」
鯛
と，解されてし､る。
古田龍夫教授は，論文「経営法学の意義について」の中で「経営法学が，
企業の経営に関する法であるということについては，異論のないところであ
㈹⑬
ろう」と，述べられている。同論文l土，予防法学説(|日理念説）を批判ざれ乍
ら「企業及びその経営という概念は，法の規制の目的に照らして，法律学上
どのように把握されるべきかということの考察から，経営法学の本質論に対
⑬
-するアプローチを試みるものである」とされ，同論文は，企業概念をダイナ
ミックに分析されながら，フランス法学における企業概念の定説（事業体の
面から把握する立場）等を紹介されながら，「経営法学は，企業の法律概念を
認めることによる普通法の変革によって，資本主義制度が次第に修正されて
鋤
ゆく過程を研究対象とする学問分野」であると説かれてし､る。この見解も，
基本的には，経営に関する法律を対象にするという点では，法律説に入るも
2０
のと解せられる。
しかし，法律説が説くように，経営法学とは経営に関する法律一般と解す
るとぎ経営に関する民法，商法，証券取引法，独禁法，労働法等多数ある法
律についてはそれぞれの専門科学として研究の対象となっており，今さら，
経営法学が“新い､学問'，として，また“若い科学”として論じることに矛
盾があることは否定できないであろう。経営法学をもって，経営法学とする
法律説は，経営法学の一面的な説明に終わっていると思われる。経営法学が
“独立した科学”として認識するとき，その方法と対象を独自的・統一的に
把握する必要がある。
第３の法的危険説（・旧理念説）は，経営法学の意義をめぐる第３の見解で
ある。その主張するところは経営法学を独立した科学として，独自的・統一
的に確立した対象と方法を把握しようと志向する見解である。私見は，右の
法律説と異なり経営法学を独立した科学として，独自的，統一的に確立した
対象と方法を把握しようという見解に立脚して，経営法学とは，企業経営の
意思決定（decisionmaking）から法的危険（legalrisk）を回避する法則を
（５，
分析する科学(学問)であると解している。このようifJﾐ経営法学に関する考え
方(見解）を法的危険説と称している。この法的危険説は経営法学の意義（定
義）を積極的に説く見解であるという意味で積極説とも称することができる。
この法的危険説の範檮に入るものの見解の中にも若干のニューアンスを異に
するが，ただ共通点を見出すならば，経営法学を独立した科学として独自的，
統一的に把握しようという新たな方法論すなわち，主としてリーガルリス
ク・マネジメントの志向に対する積極的な立場に立っていると承られる。た
だ，新しい体系化への思索は常に試行錯誤の歴史といえる。経営法学の体系
化とてその例外ではない。
染野啓子教授は論文「経営法学の方法」の中で「……弁護士の役割が，紛
争が発生してから，訴訟手続によってそれを解決することから，紛争が発生
する以前にそれを防ぐという役割に移行しつつあること，それに伴う法律に
対する把握方法の変化，いわゆる予防法学の発展を反映するものである」と
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学伏矢）２１
され，「法学教育，特に法律家たることを目的とする者に対する教育のあり
方も，従来の法学教育を基礎として，この上に更に予防法学的性格を持つ方
図
法論を積ZA重ねるということが要請されるであろう」と論じられている。経
営法学の方法論としてリーガルリスク・マネジメントとしての予防法学を説
かれている。
兼子一博士はその論文「経営法学への招待」の中で「法律はすでに発生し
た紛争に対する事後処理のために適用されるほか，そうした紛争の未然の防
止のため役立つよう適用されることが理想であるから，予防法学の観点にお
国
いて，法律への対処の仕方lこ指針を与えることも目的とする」と述べられ，
経営法学の方法論（目的）として予防法学性を論じられているのである。
さらに，兼子博士は，右論文の中で，戦後の法学教育との関係で経営法学
の目標等をつぎのように論述されている。それは，経営法学の方法と対象に
ついて示唆に富む見解である。すなわち，法学教育との関係では「法学教育
の再検討が叫ばれているが，この問題の根本となるべき事柄は，実に新しい
型の人間像の完成実現ということであり，このより深く大きな目標との関係
なしに法学教育をどうするかを論じることは不可能」とされている。
さらに，同博士は経営法学の特異性として，「……法律学は実用主義的な
性格をもつ学問であり，隣接科学である経済学・経営学・会計学などと共通
する面をもっている。したがって，こうした学問を通じて新しい人間像の完
成実現を意図する場合にも，これらの科学のもつ実用主義的性格を抜きにし
て考えることはできない」と，経営法学の実用法学性としての特異性を示さ
れ，また，合理的な意思決定をなし得るために，隣接科学の導入性をも経営
法学の特異性に加えられ，その上で「かような視点において，常に未来を予
見し現実の意思決定をなしうる能力をもった人間像が渇望されるタイプであ
ることはいうまでもなく……すべての近代的な人材に対して望まれる理想像
といえよう｡｣と，強調されている。
高梨公之教授は，前掲の論文「経営法学の誕生とその意味」の中で，経営
法学という発想としてつぎのように述べられている。すなわち，「……経営
2２
法学の発想は，発生した係争を事後に公権力で裁く裁判官の法学を棄てて，
継起する問題を経営の立場から用法・具体性・合理性を尊重することになる。
ただし，経営に関する現行法をすべて解体し，これを経営の法あるいは事業
㈱
の法として再編成するまでにIま相当な努力がいる｣。
染野義信教授は，論文「経営法学の学習計画(3)」の中で「経営法学とは，
企業の意思決定における法的要因と法の機能を法則として捉え，これを分析
㈱
の対象とする科学である」と，経営法学の対象を述べられてし､る。同教授は
また，経営法学を「経営法」とも表現されており，それは「商法関係法規の
集合でもなげれば，独占禁止法や税法の集大成でもなく，むしろ，こうした
商法や独占禁止法，税法，会計法規などを個別的なデーターとしての承把握
し，これを企業の動的活動の中で完壁に駆使するための一定法則を追求する
経営法学の生成，発展に立脚して，その観点から，わが国現行の法令を体系
田
化したものである」とし,経営法学は本質1こおいて経済法(Wirtschaftsrecht）
とも異にしていると説かれている。
染野（義）教授は，論文「経営法学的人間像」の中でこのような経営法学
の意義のもとに，新しい独自の方法論に基づき研究の対象をつぎのように論
勵
じられてＵ､る。
「第１に，企業の政策決定一意思決定において，その原因となる事項の中で，
法律は，どんな影響をもつか，また，どんな評価の下に対処すべきかを対象
とする（中略)。第２に，とくに企業経営に密着して存在する多種多様の法的
危険の内容と，その回避の方法を研究対象とする。第３に，企業の組織およ
び運営・管理において，法は如何に機能するものであるかを研究対象とする。
第４に，とくに企業経営において法的危険を回避するための専門的機関の機
能を明らかにし，さらに，これと企業組織全体の関係を明らかにする」と，
論述されている。さらに，同教授の独立の科学としての経営法学の研究対象
の中を貫く統一的原則つまり経営法学の研究は終極においては，兼子一博士
鯛
と同様に新しい人材~いわゆる経営法学的人間像の倉I造にあるとしその内
容は同教授の前掲の論文「経営法学的人間像」の中につぎのように鮮明に論
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じられている。「……経営法学的人間像に期待される権利意識は，紛争の発
生を未然に防止し，企業を法的紛争から一切回避せしめてしまうための権利
を考え，紛争の発生前に，積極的に企業をめぐる法の原因を明らかにして計
画的に法を考え，権利を処理するという意識である。したがって，古い型の
権利意識がかなり受動的であり，紛争が発生したならば泣きねいりをしない
という自覚として捉えられているのにくらべて比較にならないほどの積極性
をもち，権利を自己の認識の中に積極的にとりこ承，企業の政策決定は，こ
の意識を通して行なうという点に特徴的にあらわれてくるのである」（同３８
頁）と，経営法学をもってリーガルリスク管理としての方法論を明確に示さ
れているところである。
麻生利勝氏は，その著書『企業犯罪』の中で，企業犯罪を刑法学的な分析
から一歩進められて，企業リスクを管理しながら経営法学の方法論を述べら
倒
れている。それ'よ経営法学（予防法学）の方法をリーガルリスク．マネジメ
ントに置かれていると，解することができる。
志津田氏治教授は，その編著『法と企業経営』の中で「法には，法の円滑
な機能を確保しようとする『生理法』社会的な疾患の治療を目的とする『治
療法』，社会的な病弊の発生をあらかじめ抑制しようとする『予防法』の３つ
の面がある」とされ，「従来の法の基本的態度は，おもに治療法学にあった。
……しかしながら最近では，時間的にも経済的にもロスが多い事後的な救済
よりも，次第に合理性と採算性とをもつ事前的救済の方法の予防法学（Pre‐
ventivelaw）が，重視されるようになりつつある。……企業の経営行程か
らの危険をできるだけ回避するための予防法学（予防法務）が重要な基本理
御
念となりつつあることであろう」と論述され，経営法学の方法論をリーガノレ
リスク・マネジメントにあるとされ，その具体的実践の方法として会社法規
部の必要性を説かれている。
清水千尋教授は，『企業と法』の中で経営法学の特異性と関連して「企業
経営における意思決定においては，企業をとりまく環境，すなわち経済的．
政治的・社会的環境の糸ならず，法律環境も無視しえず，その規制に反する
2４
ことにより加えられるサンクションを回避することが必要である。このこと
は，私法の公法化現象が顕著になってきたことと相俟って，私法も複雑・多
岐にわたるという様相が顕在化してくると，もはや，古典的な意味での法律
Ｇ１）
問題の『事後処理』でIま対応しえなくなってきたことを意味する」と説き，
経営法学の特異性の１つとしてリーガルリスク・マネジメントを論じられて
いる。
出川一雄教授は，その著書『企業法務の構造と展開」の中で企業法務と経
営法学との特徴を対比ざれ乍ら「経営法学が裁判からの逃避性を有するのと
同様に，企業法務の処理に当っては，予防法務処理を第１義とし，裁判を回
避しようとする……」と，説き「経営法学の存在価値は予防志向性にあり，
⑫
その本質Iま予防法学である」と，リーガルリスク管理としての予防法学を論
じられているのである。
以上の諸見解は，経営法学の意義（定義）について，その説くところ若干
のニューアンスの相違が見られるものの前述の消極説，法律説等とは異なり，
経営法学を独立した科学として，独自的・統一的に確立した対象と方法を把
握しようという積極的な立場に立った立論であると解することができる。か
つ，その説くところは，経営法学をもって，その方法論として予防法学すな
わちリーガルリスク．マネジメントを説かれているところに共通点を見出す
ことができる。
つぎに，経営法学を独立した科学として認識し乍らも以上の法的危険説に
対して若干異質な見解もある。これらの見解は私が仮説として主張している
経営法学の定義を批判するものである。
第１に，藤沢攻教授は，論文「経営法学序説」の中て，「『経営法は，共同
経済社会の構成部分である経営共同体としての経営が活動する際，特にそ
の意思決定を為すについて，経営共同体としての行動原理に適うべき勧奨
（Lenkung）するところに独自の機能＝存在意義をもつ。そして，勧奨すべ
き行動原理を，意思決定を為す際にまつわってくる種々の法的要素から，そ
れを法原理として研究するところに，独立の地位を確保する価値のある１つ
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）２５
６８１
の法科学として『経営法学』を把握されよう」と説かれてし､る。
経営法学の意義に関する前述した私の見解(法的危険説）を一応承認しては
いるが，私見に対し，その内容に関して，その企業・経営の社会的位置づけ
脚
をどのように捉えるかが不明だ，とする。経営法学は商法や経済法と'よ異な
る理念を持つべきであるとされているが，この点については私見に対する適
確な認識が欠けていると思われる。同論文は，経営法学がとらえる法的危険
は，国家的レベルの意味をも包含すべきであると批判されているが，経営法
㈱
学は，し､わゆる社会法原理を当然の前提条件として導入するものではない。
同教授の見解は社会的思想や団体法思想を前提として経営法学の法思想的基
㈱
盤の形成を志向されてし､ると解せられる。
第２に，西窪重良兵衛氏が，その著書『経営法学概論』で，「経営法学は
経営法（managementｌａｗ）を対象とする学問であり，経営学のなかでの独
励
立の経験科学で，しかも相対的規範科学である」と，説かれてし､る。この見
解は，その前提条件を異にし，経営法学は“法学，，ではなく，経営学のなか
での独立の科学であると説かれているところに，大きな特殊性が家られろ。
つまり，経営学でいうところの経営管理（businessadministration）の一部
としても経営法学が存在するとし，「経営法学の研究対象は経営法(manage‐
㈱
ｍｅｎｔｌａｗ)であって，経営法律(businessｌａｗ）を対象とするものでIまたい」
と，述べられている。しかし，ここでいう“経営法，，なる概念が不明確であ
ぃ
り，通常の認識では経営法即経営法学と思考されてし､る，と解せる。すなわ
ち経営法学と経営法は，“経営法学'，として同一概念として把握されるもの
と解することができよう。経営法学は経済法とも商法ともその対象と方法を
異にする科学であって，経営学の一部でもなく，商法の亜流でもなく法律学
の分科でもない。私見によれば，それは新たな理念に基づく，全く独立した
一科学であると解している。
以上の諸説は，直接経営法学の意義(定義)または方法論として予防法学＝
リーガルリスク・マネジメントを論述されてきたものであるが,それとは別に
間接的に予防法学の必要性を提唱または，新しい科学としての予防法学を論
2６
述されている論稿も若干ある。私は予防法学の意義については“経営法学の
（７０
特異性としての予防法学'，と関連して，別稿で｡､論を発表するところである。
ところで，予防法学（または予防法学的思考）は古くして新しい問題である。
いわゆる資本主義の歴史の変遷の中で古典的な治療法学から次第に現代的な
、）
予防法学が形成されてきたのであるが，鵜飼信成教授は，その著書『法とIま
何か』の中で，「…この予防法学的な方式は，遠くローマ法の時代からなか
ったわけではない。道路交通の混雑を防ぐため一方通行という制度がローマ
にあったし，シーザーはローマ帝国の大都市では車がダウンタウンの賑やか
な通りへ入るのを禁止した。これらもすでに予防的な方策であることは疑い
ないが，それが著しい発展をするようになったのは科学技術の発明によって，
⑫
機械力:高速度で動くようになった近代である」と，述べられている。また，
刑事法の世界にも予防法学の思考は古くから現われている。すなわち，「行
刑改善の基になっている思想は教育刑の観念で，それはある意味では治療法
学の徹底したものであるが，しかし同時に，それがたんに過去の悪行を問題
にし被害者の満足感を充たすことさえできれば，問題が解決されたとする立
場を１歩抜き出て，将来への展望をもっていることで，予防法学への第１歩
㈲
を意味するものであった｡｣と，論じられて↓､る。
末弘厳太郎博士は，その論文「豫防法学としての民法学」の中で民法学と
の関連で予防法学の必要性を力説されている。すなわち，「あらかじめ法の
何たるかを明らかにして争いを事前に防ぐことが法学の大理想でなければな
らないことは今さらいうまでもない。ところが在来の民法学は争いの存在を
前提としつつそれに適正な法的解決を与えることを主たる目的としており，
予防的方法は第２次的にしか考えないのが今まで一般の傾向である。このこ
とは，現在の民法を構成している法規の多数が裁判規範であることと密接に
関係している。…在来の民法学が主として対訟法学的であって，予防的方面
を閑却していることはたしかにはなはだしい欠点であるということができ
⑭
る」と論じられてし､る。
道田信一郎教授は，その著書『アメリカのビジネスと法」の中で，経営と
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）２７
法律家との関係で「日本の会社も『法規部』を強化拡充することがなげれば，
アメリカの一流企業に対して互解に競争関係に立つ日はついにやって来ない
㈲ＯＵＩ
のではないか？という思い…」力:すると述べ，前述のマドヅクの論文を引用
しながら「日本では一般に弁護士は裁判所を中心に生活を送っており，事実
上の助言にまでその機能が及んでいないのに，アメリカにおいて見られる法
律家と法学教育の新しい機能というものは，日本経済の国際競争力に対して，
、
１つの，しかも本質的な同題を挑んでいると思います」と，論じられてし､る。
同教授は，また，その著書『企業と法律』の中で，とくに特許戦略との関係
で「今日，予防法学（Preventivelaw）は，予防医学が人間の健康に対して
いると同様の意味あいをもっている」とし，アメリカ最高裁のうち，多数意
⑱
見のなかに予防法学的配慮が読a;Aとれる，と述べ，また“一色商事対岩本産
業，，事件をめぐる最高裁判決が示している「日常の営業のための予防法学的
㈲
教計||」を通して予防法学の必要性を説かれている。
松岡三郎教授は，「季刊労働法」３３号に発表された巻頭言「臨床法学から
㈹
予防法学」の中Iこ述べられているように，労I動法一労使関係論（企業秩序論）
においてもリーガルリスク・マネジメントとしての予防法学的観点が叫ばれ
、
てし、る。
石井照久博士は，その著書『経営』のはしがきで「…経営につき法が重要
な意義をもっているということは，まだ，十分に理解されていないといって
よい。これには，いろいろな理由があるが，わが国では，真の意味における
⑫
市民革命を経ていないということ力:，その原因の１つである…」と，述べ，
「…近代的な権利義務意識に目覚めつつ，法および裁判のもつ価値を十分に
理解し，正しい遵法思想のもとに，裁判上の問題となるような事態が生ずる
ことを未然に防止するよう…（中略)，いわゆる予防医学と同じ意味において
⑬
『予防法学』とでもいうべき考え方力:重要な意味をもっている｣。
小島武司教授は，その編著『会社法務入門」の中の第１章会社法規部の総
論的課題の中で「…法律環境は，信じがたい速度で，変化を続ける。昨日の
適法は明日の違法に転じかねないのであって，企業は，絶えず法的基準の変
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化を見つめ，常に『未来の適法性』ともいうべきものを察知しなければなら
“㈹
ない」と，予防法学に基くリーガルリスク・マネジメントを提唱されている。
同教授のこの論考は同著『弁護士』にて論述を発展的に展開され，さらに，
㈱
同教授の論文「法的予防システム」で，予防思考の提ﾛ昌とその推進基盤，法
的予防の構造とその領域，予防の体制，予防における公正の確保等を論述さ
れている。
(1)近時，わが国における大学において，経営法学科またはカリキュラムがそれに
近似する経営法学科や経営法学コースまたはそれに類似する企業法学コース等を
開設するケースが目立っている。わが国で最初にかかる科を設置したのは日本大
学法学部経営法学科である（なお，同大学は，昭和37年度において「経営法学コ
ース』を設置し，３９年４月から経営法学科を設置している)。経営法学科や経営
法学コース等を設置している大学として次のものがある。
〈経営法学科＞を設置している大学は，
〔国立〕富山大学経済学部経営法学科
〔私立〕日本大学法学部経営法学科
〃東洋大学法学部経営法学科
〃近畿大学法学部経営法学科
〃福岡大学法学部経営法学科
<経済法学科＞を設置している大学は，
〔国立〕横浜国立大学経済部経済法学科
山口大学経済学部経済法学科
<経営法学コース。またはそれに類似するコースを開設している大学は，
〔国立〕香川大学法学部企業法務コース
小樽商科大学商学部商業科経営法学コース
広島大学法学部経営法コース
〔公立〕横浜市立大学商学部経営学科経営法学コース
札幌大学経営学部経営学科経営法学コース
〔私立〕独協大学法学部２類く経営法学＞
亜細亜大学法学部経営法学専攻
創価大学法学部経営法学コース
帝京大学法学部経営法学コース
東海大学法学部経営法学コース
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）２９
大阪学院大学法学部経営法学コース
広島修道学院大学経営法学コース
駿河台大学法学部経営法コース
なお，経営法学科もしくは経営法学コースを設置していないが「経営法」または
「経営法学」の講座を開講している大学もある。前者は専修大学経済学部，立正大
学経営学部，大阪商科大学商経学部経営学科，岡山商科大学商学部に，後者は国士
舘大学政経学部経営学科にふられる。他面経営法学科や経営法学コースを設置しな
がら「経営法」または「経営法学」の講座を有しない大学もある。
(2)高柳賢三「英米法の基礎』３頁以下（1954年)。同『英米法源理論』（増補改訂
版）（1956年)。田中和夫『英米法の基礎』３頁以下（1957年)。田中英夫『アメ
リカ法の歴史(上)（1968年)。水田義雄「英米法受容の歴史的背景」星川長七先生
還暦記念所収291頁以下（1972年)。野田良之「日本における外国法の摂取」岩波
講座現代法14所収159頁化下（1966年)。P1uknett,ＡＣＯ"ciscH7s'0〃〃ノハＣ
ＣＣ"”o〃Ｌａｚ(ﾉ（5ｔｈｅｄｌ９５６）
(3)有田喜十郎『経営法学講義』（増補改訂版）６頁以下。
(4)HaroldELusk,BzMzcssノαu(ﾉｰがｊ"cガルｓα"ｄＣａｓｅｓ,（1935)．John,Ｒ，
Goodwin,ＪＤ.Ｂ"s伽ｓｓｍｚｏル伽ノルs,ＤＯＣ""zc"/s,α"ｄＣａｓｃｓ（1972）
(5)KennardEGoodman,Tod`zy,ｓＢ"slr"ｅｓｓＬａｚｕｐ､ＸＬ
(6)有田「前掲』９頁。たとえば，統一流通証券法（UniformNegotiablelnst‐
rumentAct、1896年）統一動産売買法（UniformSalesAct,1906年）など
その１例である。
道田信一郎『日米商事法の実際』２４頁以下（1961年)。
(7)有田『前掲』１０頁以下。鳩常夫他共編『英米商事法辞典』815頁以下(1986年)。
Ｒ，プラウカー・道田信一郎『アメリカ商取引法と日本民商法』３頁以下（1960
年）。伊澤孝平『米国商業証券法」３頁以下（1949年)。並木俊守『アメリカ統一
商法典』２頁以下（1971年)。
大矢『国際経営法学序説』180頁以下。長浜洋一『アメリカ会社法概説』３頁以
下（1971年)。同監訳『ニューヨーク事業会社法』３頁以下（1967年)。
ＪｅｓｓｅＳ,Raphael，ＴﾉｶｅＵ)z物γｍＣｏ加加”ｃｉａノＣｏａｅＳ〃Pﾉ城e‘（1967）
BradfordStone，Ｕ>z物γ"ＣＯ腕"JeγｃｉａノＣＯＣ泥Ｉ〃αＭＭＣ〃（1975）
(8)高梨公之「経営法学の誕生とその意味」経営法学ジャーナル１号65頁以下。畑
中和夫「法学教育のあり方」法と現代社会所収292頁以下（1970年)。染野義信
「法学教育の現代的課題」法律時報55巻５号８頁以下。松浦鑿「学部における法
学教育の目的について」判例時報1062,1063号４節の３･日本学術会議第11期学
術体制委員会編「大学の教育体制に関する諸問題についてアンケート調査報告』
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（1981)。
(9)この点，出川一雄教授は，わが国における法学教育の変遷を教育目的に照らし
て３期に区分されている（出川『企業法務の構造と展開』358頁以下)。それによ
ると，第１期法曹教育期として明治１０年の旧東京帝国大学に発した法廷実務家た
る法曹３者の養成時代。第２期は混合教育期として明治20年代から昭和20年まで
で法学教育の目的を法曹教育だけに止まらず行政官僚・政治家・実業人の養成を
も目指していたとする。第３期は総合教育期として昭和20年以後今日までの法的
素養を備えた社会人育成時代とされている。竹内昭夫他〈座談会＞「これからの
企業法務」ジュリスト857号10頁以下（1986年)。
⑩高梨公之「前掲」６５頁。
(l]）斉藤諦淳「エリート学部から大衆の学部」法学教室３号77頁以下。染野義信
「前掲」９頁。
⑫斉藤「前掲」７７頁以下。
⑬注11参照。
⑭染野啓子「経営法学の方法」（経営法学講座１）法学セミナー109号118頁。
⑮日本評論社編『日本の法学』７４頁以下（1950年）
⑯染野義信『前掲』９頁以下。
⑰出川『前掲』361頁以下。
⑬染野啓子「経営法学の方法」119頁。
⑲注18参照。
⑳大矢息生「現代の経営法学」２章近刊。
(21）染野啓子「前掲」121頁「弁護士の役割が紛争が発生してから，訴訟手続によ
ってそれを解決することから，紛争が発生する以前にそれを防ぐという役割に移
行しつつあること，それに伴う法律に対する把握方法の変化，いわゆる予防法学
の発展を反映するものである｡｣と。
(22）JohnDDonnell､ｵﾉｶCCC”oγα/CCC""ｓｃＪａＲｏ化ｓ/"cZy（1970）
⑬CharlesS・Maddock，ＴｈｃＣｏ”oγα〃o〃Ｌａｚ(ノＤ⑳αアノ"e"/，３０Harvard
BusinessReview・ｐｐ，119-136（1952)。同論文の抄訳は大矢`息生『国際経営
法学序説』102頁以下に所収。
⑭大矢「予防法学小論(2)」比較法制研究11号（予定)。会社法規部の歴史をさか
のぼると，その源はアメリカに発するものと思われる。もっとも，会社法規部は
アメリカ企業独自のものではなく，ヨーロッパの先進諸国にもその存在が承られ
る（染野義信「世界の経営者の注意識をたずねて」経営法学ジャーナル季刊２号
１頁以下1967年)。だが，会社法規部を設置する企業の発生は企業経営の合理化，
科学化を徹底的に追求し，その実践を一貫して推進してきたのはアメリカにおい
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）３１
てである，といえようか。
⑪大矢息生『リーガルリスク管理と経営法学」５６頁。
(２０注20参照。
G7）大矢息生『会社法規部の日米比較研究』（近刊)。
㈱アメリカにおける会社法規部の歴史的発展形成は，つぎの３期に区分すること
ができる。第１期は1900年から1929年までの期間。第２期は1930年から1972年ま
での期間。アメリカのウォール街の大暴落に端を発する。FrederickLA11en，
Ｏ"/ｙYes/”dzzy（1931)．Ｌ、Ｍ、Hacker，Ａ”eγ/cα〃DCりん”〃Ｔｏｄａｙ
（1939)，JohnGalbraith,ＴﾉｶＣＧγαcノＣγａｓｈ１９２９（1955)，ＤａｖｉｄＡ，Shan‐
non,ＴﾉｶＣＧγ〃Ｄ”γCSS/o〃（1960)。第３期は1973年から今日に至る年代。い
わゆる第１次石油ショック以後で，アメリカの会社法規部はさらに強化されてい
る。「ビジネス・ローヤー」（TheBusinessLawyer）の1979年２月号の特集
「Ｐγoc〃/"ｇｓｑ／Col抑γαｒｃＬａｚｕＤ幼eγ/”e"'１Ｗ"籾」参照)。
⑲三井物産㈱文書部編『文書部小史』（その１）３２頁（1983年)。
⑩当時，アメリカでは，物価は急激に下落し，輸出は大減退をきたし，銀行はつ
ぎつぎに倒産し，企業は連鎖倒産に巻き込まれ，街には失業者があふれ，深刻な
社会不安を招来した。それは，.Ａ・シャノンがその著書「Ｔ"ＣＧγCCZ/Depγe‐
ｓｓｉ０"」（大恐似慌）で述べているように想像を絶するものがあった。
Ｇ・HarryStine,Ｔ"Col9Porα/Ｃｓ”Dizﾉoγｓ（1986）
(３Ｄ大矢息生『国際経営法学序説』102頁以下。
(32）Maddock,ｏｐ，Cit厩，119．なお，同論文はアメリカの法規部形成第２期時代の
前半の実態を紹介したものであるといえよう（注28参照)。この期間は，その後
半から1972年までのわが国における会社法規部形成の第１期といえる。Ｄａｖｉｄ
Ｓ・Ruder，ＡＳ"ggFstjo〃んγＩ"cγｃａｓｅｚＪＵＳｅＱ／ＣＯ’０γα/ｃＬａｚｕＤ”αγ”c"'ｓ
ｊ〃ＭＭ”〃ＣＯｿaPoraがo〃ＴｈｅＢｕｓｉｎｅｓｓＬａｗｙｅｒ，Vol、２３Ｎｏ．２，ｐｐ、３４１－
３６３，（1968)。
㈱「日本経済新聞」1977年１月８日付朝刊。
剛Businessweek；Sept，1.1980.ｐ､７０“Legalaffairs-Forlawyers：An
insideiob'，「日経ビジネス」1980年９月８日号116頁なお，この時期は，アメリ
カの会社法規部形成の第３期に入っている。大矢『リーガルリスク管理と経営法
学』６０頁。この期間は，わが国における会社法規部形成の第２期の後半にあたる。
㈱牧野昇他『第３の経済危機』１６頁以下（1987年)。
㈱「日本経済新聞」６１年６月16日付朝刊〈座談会＞“企業の国際化と法務戦略，，
(37）染野義信「経営法学的人間像一経営法学のすすめ」経営法学ジャーナル13号
３８頁以下。
3２
㈱大矢息生「経営法学小論」国士舘法学11号27頁（1978年)。
(３９注38参照。なお，有田喜十郎教授は，その著書『経営法学講義』（11頁以下）
で，経営法学の定義化については，基本的には，３つの見解が考えられる。とさ
れている。(1)企業経営に関する法学，(2)米国のBusinessｌａｗと同じような見
解，(3)管理機能を含めた総合体としての経営法（managementｌａｗ）であると
する見解，等である。私の立場からすると，いずれも法律説に包含されるもので
あり，それらは法律説の分類化したものであるといえようか。
伽大矢息生『経営法学方法論」１０頁以下。
仰二戸岡道夫『経営法学入門』９頁以下。
⑫竹内澄夫「国際経営法務」講座・現代の経営７巻所収178頁以下（1968年)。
㈱吉永栄助「経営法学」経営学辞典74頁。同教授は，経営法学の定義に広狭２つ
の意義を考えられているところに特徴がある。すなわち，「狭義の経営法学とは，
企業経営に必要および有用な法律知識を扱う」ものとし，「広義の経営法学は，
すべての財産管理体がそれぞれの目的に応じて，合目的的，合理的にその財産を
運用管理のために必要および有用な法律知識の総体を扱う」ものと解されている
（74頁)。同「経営法学』経営学全集39巻６頁以下。
幽注43参照。
㈲有田喜十郎『経営法学講義』１３頁以下。
経営法学の母国アメリカにおいて経営法学の概念は，吉永栄助教授がその著書
『経営法学」９頁に述べられているように，種々の所説があり，定義づけが明確
でないともいえるが広く「BusinessLawとは，Businessに属する一切の法
をいう」（WillamFellermeyer）
㈹注45参照。
㈱古田龍夫「経営法学の意義について」福岡大学法学論叢18巻４号334頁。
㈹同教授は私が主張している経営法学の基本的な意義（定義）として論じている
「理念説」を予防法学説と命名され，その内容は単に予防法学的研究の必要を力
説するに止まる.…．.」と批判されている（注47の333頁)。私の経営法学の定義化
についての考えは，当初より「理念説」と称していた（大矢『現代経営法学入門」
３頁)。その後，これを“対象説，，と呼称を変更した（大矢「社内弁護士の研究」
１５頁)。さらに経営法学の本質をより明確に表示するため本稿より「法的危険説」
と呼称を変更した（大矢署『現代の経営法学」２章参照（近刊)。
劉注47の334頁。
側注47の361頁以下。
例大矢息生『現代経営法学入門」３頁以下（1966年)。
鋤染野啓子「経営法学の方法」（経営法学講座１）121頁。
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）３３
国兼子一「経営法学への招待」経営法学ジャーナル１号１頁（1965年)。
“高梨公之「経営法学の誕生とその意義」経営法学ジャーナル１号66頁。
田染野（義）「経営法学の学習計画(3)」経営法学ジャーナル12号60頁（1966年)。
田染野(義）「経営法の体系」経営資料集大成第９巻１頁・経営法規集所収（1967
年)。
67）染野（義）「経営法学的人間像一経営法学のすすめ－」３７頁。
田兼子一「経営法学への招待」経営法学ジャーナル１号１頁<創刊のことば>ｏ
６９麻生勝利『企業犯罪』３頁以下（1980年)。
601志津田氏治編『法と企業経営」２４頁以下（1981年)。
61）清水千尋「経営法学の特色」『企業と法」所収30頁以下（1984年)。
62）出川一雄『企業法務の構造と展開』370頁（1986年)。
６３藤沢攻「経営法学序説」青森大学紀要４巻95頁以下（1973年)。
１３４注63参照。
㈱橋本文雄『社会法と市民法」182頁以下（1957年)。菊地勇夫『社会法及び労働
法」（1955年)。
㈹同教授の論文によると，経営法学の具体的内容を「経営憲法｣，「経営組織法｣，
「経営行為法」と「経営処罰法」の４体系を組承立てようと試向されている。だ
とすると法的危険説の変形ともいえよう。
㈹西窪重良兵衛「経営法学概論」４頁以下（1976年)。
田注67の７頁。
１６，染野啓子「経営法」法律時報38巻５号20頁以下（1966年)。
⑪大矢「経営法学の特異性」季刊経営と法律63号（1987年）（予定)。大矢「現代
の経営法学』第２章（近刊)。
⑪渡辺洋二他「日本資本主義経済と法」岩波講座現代法７『法と経済』所収123
頁以下（1966年)。
⑫鵜飼信成『法とは何か』（ＮＨＫ市民叢書５）182頁以下（1969年)。
㈲注72の176頁以下。福田平「全訂刑法総論』５頁以下（1984年)。平野龍一『刑
法総論１』３頁以下（1972年)。団藤重光『わが心の旅路」140頁以下（1986年)。
７４末弘嚴太郎「豫防法学としての民法学」法律時報10巻12号１頁。本論文は1938
年に発表されたものである。そのごl940年に『民法雑記帳』に収録され，同書は，
1953年に若干の字句を修正されて，末弘著作集Ⅱ『民法雑記帳上巻」として刊行
されている。
閥道田信一郎『アメリカのビジネスと法』３頁。
㈹注23参照。
、注75の37頁。
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⑱道田信一郎『企業と法律』（経営学全集３）９２頁（1971年)。なお大矢「経営法
学小論」国士舘法学11号27頁以下（1979年)。
『，注78の257頁以下。
例松岡三郎「臨床法学から予防法学へ」季刊労働法33号〈巻頭言＞２頁以下（1９
５９年)。松岡三郎『経営権・人事権と労働法」（通達・判例実務労働体系１）はし
がき（1980年)。
81）柳沢旭「法と労使関係」法と企業経営46頁以下所収。
62）石井照久『経営」経営法学全集１〈はしがき〉３頁（1969)。
８３注82の58頁。
例小島武司編『会社法務入門』法学入門講座７頁（1979年)。
田小島武司『弁護士~その新たな可能性』９頁以下（1981年)。
鯛小島武司「法的予防システム」岩波講座基本法学８『紛争』所収269頁以下
（1983年)。
３リーガルリスク・マネジメントとして
の経営法学一結びに代えて
（１）経営法学の方法と対象
ImmanuelKant（1724-1804）は，その主著「純粋理性批判』（第１批判。
1781）のなかで「法学者は，法という彼らの概念に対して，今なお，その定
義をさがし求めている」と，述べていることに関連して安井二郎教授はその
論文で「このことは，現在における法全体に対して妥当するであろうが，と
（１）
<に，経営法においてその感が強い」と述べられているカミ，同感である。わ
が国において研究されはじめて25年しか経過しないいまだ“若い学問”であ
る経営法学においては，その感は，さらに強いといえるであろう。そのこと
は，前節で紹介してきた過去四半世紀にわたって発表された経営法学に関す
る文献をふればよく認識されるところである。すなわち，わが国における経
営法学の意義（定義）についてはいまだ確固たるものはなく，学界の承認を
得るに至らない“未来の科学，，ともいえるであろう。
経営法学の意義についての私見は，１つの試論（仮説）として冒頭に述べ
たところであり，経営法学とは，企業経営の意思決定から法的危険を回避す
リーガルリスク・マネジメントとして経の営法学（大矢）３５
る法則を分析する科学である，と解している。前述した消極説や法律説とは
異なり，経営法学を独立した科学として独自性を維持し，その方法と対象に
（２）
基づく基本的理念'こ立脚した法的危険説を主張してきた。すなわち，経営法
学は，企業経営の意思決定に内在する多種多様の法的危険の内容(法的要因．
法的要素）を予見（予測）し，その法的危険を回避する方法を法社会学的方法
をもって研究対象とする科学であると解している。私見は，経営法学の意義
をこのように定義化し，その方法（方法論）と対象（対象論）を統一的・理念
的に把握するとき，その対象は企業であるが，企業そのものではなく動的な
「企業経営」である。そして，その方法として経営法学の特異性を創説して
いる。それは，法的危険の予見性，予防法学性（法的危険の予防性)，学際性
（隣接科学導入性）と実用法学性である。この特異性から「予防法学」が，と
くに経営法学のいわば象徴的な特異性の存在のように思われる。
私見に対し，第１の批判として「経営法学を以て，いわゆる予防法学とす
る学説が，より強力に主張されている。その論ずるところは，要するに，医
学における治療医学に対する予防医学のように，経営法学は，企業を組織し，
また企業活動を担当する者が，どのようにすれば，法律違反に伴う処罰や法
的な紛争の危険，すなわち，いわば法的危険を避けて，所期の目的を達しう
るかという面からの法の研究を対象とするものである。（中略）……どのよう
にすれば法的危険を回避しうるかということについての判断は，企業活動の
意思決定の過程においてなされる。したがって，経営法学は，同時に，企業
経営における，企業意思決定論の問題である」と，理解されている見解があ
（３）
るｏ
しかし，私見は，法的危険の回避は経営法学の研究の対象ではなく研究の
１方法と解している。この第１の批判は，法的危険説（予防法学説）に対する
批判を前提として，法的危険説がその立論に影響を受けたと承られている19
64年４月11日に開催された日本私法学会におけるケイヴァス教授の講演「子
（４）
防法学を法学教育Iこ採り入れることの意義」を紹介しながら，ハーヴァード
・ロー・スクールにおけるプランニング・コースの「科目における予防法学
３６
的研究Iま，必ずしも企業の経営Iこ関せないものもあるのであって，この点か
らしても，紹営法学とは予防法学であるとする立論は成立しない」と述べら
（５）れている力:，この批判は妥当ではない。予防法学的研究は研究の１方法であ
っていうまでもなく経営法学に限ったものではない。身分法学にも財産法学
にも当てはまるものであるからである。また，この第１の批判は，「ロー・ス
クールにおけるプランニング・コースの諸科目は，最終学年の学生にとって
最も困難なものとのことである。したがって，もし，わが国の予防法学説が，
わが国の大学の法学部における経営法学科の２年あるいは３年の低学年に設
置せられる科目としての経営法学が，このようなコースのものであるべしと
（６）
するのであれば，それIま無暴という外はないであろう」とも批判されている。
以上に紹介した私見に対する第１の批判は，「経営学が，企業の経営に関
する法であることについては，異論のないところであろう」として，それを
起点にして企業および経営という概念についてどう把握さるべきかというこ
（７）
との考察を通じて経営法学の本質論Iこ対するアプローチを立論されている。
「経営法学」は，企業（Unternehmen,Uuternehmung,enterprise）を対
象にしたものであることは否定できないが，それは単なる企業ではなく企業
経営（businessadministration）である。その企業概念については学説の分
（８）
れるところであり，それについては別に論じている。第１の批半Ｉはこの企業
の概念を分析ざれ３種類に大別し，そのうちフランス法学の定説に従うもの
（９）
とされている。すなわち，企業概念を事業体の面から把握する立場1こ立たれ
て，「経営法学は，普通法の知らないところの，事業体の面から把握した企
業，すなわち，事業体としての企業の経営に関する私法的な法的規制を研究
⑩
の対象とする法学である」と論述され，「フランス法学の立場からすれ｛ま，
⑪
経営法学は企業法を研究する学問分野であるとし､える」と論述されている。
しかし，経営法学の研究対象を「企業」の承に焦点を置く見解は実は経営
法学の－面を説くものであり，この第１の批判は，要するに，前述した法律
説の変形といわざるを得ないであろう。また，経営法学をもって商法の亜流
という見解と同一の思考ともいえようか。
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）３７
私見は，経営法学は「企業経営」を対象とするものである。それは，企業
組織（businessorganization）と，企業活動（doingbusiness）などを統一
的に把握した動的な企業経営である。
私見に対する第２の批判として「理念説は，経営学において最近と承に重
要視されている「意思決定論』を法的に昇華し，積極的に経営法の独自性を
求めた点で極めて傾聴に値する。しかし，法的危険を回避する法則を分析す
るといっても，法則を分析し，さらには設定する規準がなにかを明らかにし
⑫
ていない」と法的危険説を批半Ｉする見解もある。この批半Uの反論については
⑬
BU稿で論述したい。
（２）方法論としてのリーガルリスク・マネジメント
経営法学は，前述したようにその基本的な理念からその特異性として法的
危険の予見性，予防法学性（法的危険の予防性），学際性（隣接科学の導入性）
と実用法学性をあげることができる。
すなわち，経営法学は，企業経営の意思決定から「法的危険を回避（法的
危険の予見と予防)」する法則を分析する科学である，という経営法学の意義
の定義化から，経営法学の研究の方法として，法的危険の予見性と予防法学
性等の特異性を有するものと解することができる。前節で紹介した法的危険
説は，その説くところ若干のニューアンスの相違が見られるが，その根底に
流れる共通理念は法的危険のための予防法学的思考である。
この法的危険の回避は，危険が予見されているリスクに対する回避（消極
的リスク）と予見されにくいリスクに対する回避（積極的リスク）があり，こ
の両者を統一してその管理を行うことが，私が主張している「リーガルリス
ク・マネジメント」の内容の一部を構築している。経営法学の特異性である
学際性と実用法学性は，法的危険の予見性と予防法学性という経営法学の基
本的な特異性から派生する特異性であり，経営法学の方法の研究は法的危険
の回避にあり，法的危険説の主張はリーガルリスク・マネジメントとしての
経営法学に志向するものである，と解することができる。“方法論としての
3８
マネジメント”が経営法学の方法としての研究対象といえ
（1986年３月３日記）
リーガルリスク
⑭
るであろう。
(1)安井二郎「経営法学に対する方法論」企業と法所収８頁。
(2)大矢「現代経営法学入門」３頁，同「経営法学方法論」５頁以下，同「社内弁
護士の研究」３１頁以下。
(3)古田龍夫「経営法学の意義について」福大法学論叢18巻４号330頁以上。この
第１の批判は私見を予防法学説と呼ばれている。
(4)ジュリスト301号10頁以下（1964)。大矢『リーガルリスク管理と経営法学」２０１
頁以下。ダニエル.Ｈ・プット（DanielHFoote）「日本の法学教育印象記~
ハーヴァード・ロー・スクールと東京大学とを対比して」ジュリスト863号53頁
以下（1986)，ScottTurow,ｏ"ｃＬ（1977)。
(5)注３の333頁。
(6)注３の333頁。そして「また，もし，そのようなコースのものではないとする
のであれば，そこに盛られるべき内容は，単に予防法学的研究の必要を力説する
仁止るところの，内容の空虚なものとなる」と，説かれているが，疑問がある批
判といえよう。アメリカにおけるロー・スクールとわが国における法学教育と
は，その本質において異なるものであってこれを同一に論ずることはできない。
“大学の大衆化，，したわが国の法学部は，法的素養を備えた社会人の育成（染野
義信「法学教育の現代的課題」法律時報55巻５号９頁）にあり，ロー・スクール
のようなプロフェッショナルな教育を目的としていないのである。なお，近時，
司法試験合格者の高齢化に伴なう弊害との関連で再び法曹教育が社会問題化して
いる。私見としては，わが国の司法試験制度を抜本的に見直し，アメリカにおけ
るロー・スクール制度の導入を必要と考えている。また，法学部における予防法
学的素養を備えた教育は必要だと考えている。
(7)注３の334頁以下。
(8)大矢『現代の経営法学」第２章（近刊)。大矢『経営法学方法論』２１頁以下。
大矢「会社法教科書』４頁以下（1981)。
(9)注３の335頁以下。なお，古田龍夫「商法学における企業説に対する批判一
フランス法学との比較対照から－」福大法学論叢15巻１号。同「商法学におけ
る企業説について」福大法学論叢10巻２号129-165頁。
同教授は，注３の論文で企業概念の把握に関する学説を３種類に大別されてい
る。
第１の種類は，資本あるいは資本の保持者であるところの企業主に重点をおく
リーガルリスク・マネジメントとしての経営法学（大矢）３９
もので，わが国の通説の立場がこれだとされている。その例として石井照久博士
の説を紹介されている（石井『商法』１９頁)。
第２の種類は，資本あるいは企業主の経営する事業体の面から把握するもので
あり，フランス法学における学説の一致する立場である。Ripertの説を紹介さ
れている（Ripert，Ｔγαﾉﾉﾉ６６/6腕e"'α/γｅ‘ｃｄγoノノＣＯ”ｍｅγc/α/､３e6d．（1954)，
ｎｏ340.)。
第３の種類は，資本あるいは企業主，及び事業体の双方の面から，換言すれば
双方に重点をおいて把握する立場，とされている。その例として田中誠二教授の
説を紹介されていＺ（田中（誠）『新版商法総論』（３全訂版）15-17頁)。
(10注３の355頁以下。
(､）注３の361頁。
⑫清水千尋「経営法の特色」企業と法所収23頁。
(１３大矢『現代の経営法学］第２章（近刊)。
⑭経営法学の対象となる企業概念，経営法学の特異性および法的危険の概念，法
的要素の態様および意思決定論などについては紙面の都合で別著『現代の経営法
学』（近刊）に譲った。
